
   

事 務 連 絡 

令和８年９月１８日 

各 都 道 府 県 専 修 学 校 主 管 課 

各都道府県教育委員会専修学校主管課 

専修学校を置く国立大学法人担当課  御中 

厚生労働省医政局医療機構運営支援課 

厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部企画課 

 

文 部 科 学 省 総 合 教 育 政 策 局

生涯学習推進課専修学校教育振興室 

 

日本語能力試験 N２及び「日本語教育の参照枠」における A２相当の 

日本語能力を判定することができる各種試験活用の周知について（依頼） 

 

近年、日本語能力を証明する試験として、独立行政法人国際交流基金と公益財団

法人日本国際教育支援協会（JEES）との共催により実施されている日本語能力試

験（JLPT）について、国内においては、応募者数の急増により、会場の確保や厳

正な試験運営体制の確保が困難になったことから、申込受付を早期に終了する

という事態が発生しております。 

所属する学生・生徒におかれては、自主学習、授業の理解度確認、就職活動な

ど日本国内・海外を問わず様々な場面で日本語能力を判定することができる試

験の活用が想定されるところです。この点、例えば、出入国在留管理庁ホームペ

ージにおいては、別紙のとおり、日本語能力試験（JLPT）の N２及び「日本語教

育の参照枠」における A２相当の日本語能力を判定することができる各種試験に

ついて紹介されております。 

つきましては、各都道府県知事及び各都道府県教育委員会教育長におかれては、

所管又は所轄の専修学校及び各種学校に対して、管下に専修学校を置く各国立大学

長におかれては、管下の専修学校に対して、厚生労働省医政局長及び社会・援護局

長におかれては、所管の専修学校に対して、日本語能力を判定する機会の確保に向

け、所属する学生・生徒に対し、当該各種試験の活用を周知することについても御

検討いただきますようお願いします。 

 

 

 

 

  

【本件担当】 

文部科学省総合教育政策局 

生涯学習推進課専修学校教育振興室 

電話：03-5253-4111（内線 2939）

Email：syosensy@mext.go.jp 



 

 

 

留学生が大学等において授業を受け又は研究の指導を受けようとする場合に必要

な日本語能力を判定する試験 

試験名 N２相当以上の 

レベル 

試験実施機関 

日本語能力試験 N２以上 独立行政法人国際交流基金 

公益財団法人日本国際教育支援協会 

日本留学試験（日本語（読解、聴 

解及び聴読解の合計）） 

200 点以上 独立行政法人日本学生支援機構 

BJT ビジネス日本語能力テスト 400 点以上 公益財団法人日本漢字能力検定協会 

JPT 日本語能力試験 525 点以上 一般社団法人日本語能力試験実施委 

員会 

 

｢日本語教育の参照枠｣の A２相当以上のレベルであることを証明するための試験 

試験名 A２相当以上の 

レベル 

試験実施機関 

日本語能力試験 N４以上 独立行政法人国際交流基金 

公益財団法人日本国際教育支援協会 

J.TEST 実用日本語検定 E 級以上 日本語検定協会/J.TEST 事務局 

JLCT （ Japanese Language 

Capability Test） 

JCT４以上 一般社団法人外国人日本語能力検定 

機構 

STBJ 標準ビジネス日本語テスト BJ４以上 一般社団法人応用日本語教育協会 

TOPJ 実用日本語運用能力試験 初級 A-４以上 一般財団法人アジア国際交流奨学財 

団 

日本語 NAT-TEST ４級以上 株式会社専門教育出版日本語 NAT- 

TEST 運営委員会 

J-cert 生活･職能日本語検定 A２.２（準中級） 

以上 

公益財団法人国際人財開発機構 

JPT 日本語能力試験 370 点以上 一般社団法人日本語能力試験実施委 

員会 

日本語オンラインテスト（JOT） JT４以上 一般社団法人グローバル共生社会推 

進機構（GISPA） 

Japrise（旧 PROGOS Japanese） A２以上 バベルメソッド株式会社 

駿台日本語能力試験（S-JEP） 

（ 旧 : 日本語 能力評価試 験 

（JPET）） 

350 点以上 学校法人駿河台学園日本語能力評価

試験協会 

実践日本語コミュニケーション 

検定ブリッジ （PJC Bridge） 

B-以上 株式会社サーティファイ 

 

別紙 


